
四日市市都市計画法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。  

  平成３１年３月６日 

四日市市長  森  智 広 

四日市市規則第７号 

四日市市都市計画法施行細則の一部を改正する規則 

 四日市市都市計画法施行細則（平成９年四日市市規則第１３号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

改正後 改正前 

（開発行為許可申請書） （開発行為許可申請書） 

第２条 法第２９条第１項又は第２項の

規定による許可を受けようとする者は、

省令第１６条第１項に規定する開発行

為許可申請書に法第３０条に規定する

書類のほか、次の各号に掲げる書類を添

付し、２部提出しなければならない。 

第２条 法第２９条第１項又は第２項の

規定による許可を受けようとする者は、

省令第１６条第１項に規定する開発行

為許可申請書に法第３０条に規定する

書類のほか、次の各号に掲げる書類を添

付し、２部提出しなければならない。 

(1)から(5)まで （略） (1)から(5)まで （略） 

 (6) 法第３４条第１０号ロに該当する

ものにあっては前各号のほか、次に掲

げる書類 

 ア 住民票及び戸籍謄本（分家住宅及

び自己用住宅並びに小規模工場等

に限る。） 

 イ 現在の間取図及び住宅の賃貸契

約書の写し（分家住宅及び自己用住

宅に限る。） 

 ウ 土地収用対象事業施行者収用証

明書（事業名、認定工法、対象者、

対象地及び面積並びに対象建築物

の内容、用途、構造及び面積を記載

したもの。ただし、住宅以外にあっ



ては、前記以外に業務内容の記載を

必要とする。）並びに収用対象地の

位置図、配置図、建築物の平面図及

び写真（収用対象事業に限る。） 

 エ 管理規定（地区集会所に限る。） 

 オ 従前の建築物の配置図、平面図及

び写真（既存建築物の建替等に限

る。） 

 カ 都市計画法及び建築基準法の一

部を改正する法律（平成１２年法律

第７３号）による改正前の都市計画

法第４３条第１項第６号ロに規定

する既存宅地であることの確認を

受けた書面（既存宅地における開発

行為に限る。） 

 キ 事業計画書（小規模工場等及び大

規模な流通業務施設に限る。） 

 ク 中部運輸局長が大規模な流通業

務施設に該当することを認定した

書面、会社の商業登記、定款及び事

業経歴書（大規模な流通業務施設に

限る。） 

(6) （略） (7) （略） 

２ （略） ２ （略） 

  

（既存権利届出書） （既存権利届出書） 

第６条 法第３４条第１３号の規定によ

る届出をしようとする者は、既存権利届

出書（第６号様式）に次の各号に掲げる

書類を添付し、２部提出しなければなら

ない。 

第６条 法第３４条第９号の規定による

届出をしようとする者は、既存権利届出

書（第６号様式）に次の各号に掲げる書

類を添付し、２部提出しなければならな

い。 

(1)から(4)まで （略） (1)から(4)まで （略） 



  

（工事着手届） （工事着手届） 

第９条 （略） 第９条 （略） 

２ 前項の届出書には、工程表を添付し

なければならない。 

２ 前項の届出書には、工程表及び他法

令の許可状況の資料を添付しなければ

ならない。 

  

（建築等承認申請書） （建築等承認申請書） 

第１２条 法第３７条第１号の規定によ

る承認を受けようとする者は、次の各号

に掲げる図面を添付し、建築等承認申請

書（第１１号様式）を２部提出しなけれ

ばならない。 

第１２条 法第３７条第１号の規定によ

る承認を受けようとする者は、次の各号

に掲げる図面を添付し、建築等承認申請

書（第１１号様式）を２部提出しなけれ

ばならない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 土地利用計画図（造成計画平面図） (2) 土地利用図（造成平面図） 

(3) 基礎伏図又は排水計画平面図 (3) 基礎伏図 

(4)から(6)まで （略） (4)から(6)まで （略） 

  

（建築物の新築等の許可申請書） （建築物の新築等の許可申請書） 

第１５条 法第４３条第１項の規定によ

る許可を受けようとする者は、省令第３

４条第１項に規定する建築物の新築、改

築若しくは用途の変更又は第１種特定

工作物の新設許可申請書に、同条第２項

に掲げる書類のほか次の各号に掲げる

書類を添付し、２部提出しなければなら

ない。 

第１５条 法第４３条第１項の規定によ

る許可を受けようとする者は、省令第３

４条第１項に規定する建築物の新築、改

築若しくは用途の変更又は第１種特定

工作物の新設許可申請書に、同条第２項

に掲げる書類のほか次の各号に掲げる

書類を添付し、２部提出しなければなら

ない。 

(1)から(4)まで （略） (1)から(4)まで （略） 

 (5) 法第３４条第１０号ロに該当する

ものにあっては前各号のほか、次に掲

げる書類 

 ア 住民票及び戸籍謄本（分家住宅及



び自己用住宅並びに小規模工場等

に限る。） 

 イ 現在の間取図及び住宅の賃貸契

約書の写し（分家住宅及び自己用住

宅に限る。） 

 ウ 土地収用対象事業施行者収用証

明書（事業名、認定工法、対象者、

対象地及び面積並びに対象建築物

の内容、用途、構造及び面積を記載

したもの。ただし、住宅以外にあっ

ては、前記以外に業務内容の記載を

必要とする。）並びに収用対象地の

位置図、配置図、建築物の平面図及

び写真（収用対象事業に限る。） 

 エ 管理規定（地区集会所に限る。） 

 オ 従前の建築物の配置図、平面図及

び写真（既存建築物の建替等に限

る。） 

 カ 事業計画書（小規模工場等及び大

規模な流通業務施設に限る。） 

 キ 中部運輸局長が大規模な流通業

務施設に該当することを認定した

書面、会社の商業登記、定款及び事

業経歴書（大規模な流通業務施設に

限る。） 

(5) （略） (6) （略） 

  

 

 第１号様式から第１８号様式までを次のように改める。  

 

 

 



第１号様式（第２条関係） 

申請者の資力及び信用に関する申告書 

 

年  月  日   

 

   四日市市長 

住所又は所在地            

申請者 
氏名又は名称及び

代 表 者 氏 名
        

印
   

電 話            

 

  都市計画法第33条第１項第12号に規定する必要な資力及び信用について次のとおり申

告します。 

設 立 年 月 日 年  月  日 資 本 金 円 

法令による登録

番 号 等 
 

従 業 員 数 人  うち土木建築関係技術者       人 

前年度事業量 円 資 産 総 額 円 

前年度又は前年

の 納 税 額 
法人税又は所得税       円  事業税       円 

工事監理者の

住所及び氏名 
 

役
員
略
歴 

役職名 氏 名 年 齢 勤務年数 資格及び免許の内容 

     

 



第２号様式（第２条関係） 

工事施行者の能力に関する申告書 

年  月  日   

   四日市市長 

住所又は所在地            

申請者 
氏名又は名称及び

代 表 者 氏 名
        

印
   

電 話            

 

  都市計画法第33条第１項第13号に規定する必要な能力について、次のとおり申告し

ます。 

工事施行者の氏名又は
名称及び代表者氏名 

 

工 事 施 行 者 の 住 所
又 は 所 在 地 

 

設 立 年 月 日 年  月  日 資 本 金 円 

法令による登録番号  

従 業 員 数 
事務関係職員 技術関係職員 労 務 員 計 

人 人 人 人 

前年度又は前年の納税額 法人税又は所得税     円  事業税     円 

建 設 業 法 第 2 6 条 に
規定する主任技術者
の 住 所 及 び 氏 名 

 

略

歴

技
術
者 

職 名 氏 名 年齢 勤務年数 資格及び免許の内容 

     

 上記の申告の内容は、事実に相違ありません。 

      年  月  日 

住所又は所在地           

工事施行者 
氏名又は名称及び

代 表 者 氏 名
        

印
  

電 話           

 



第３号様式（第３条関係） 

設 計 説 明 書 

 １ 設計の方針 

  (１) 開発行為の目的 

  (２) 開発計画の設計に関し特に留意した事項 

  (３) 区域外工事の有無     イ．有  ロ．無 

 ２ 開発区域内の土地の現況 

  (１) 区域区分 いずれか該当するものに○印をすること。 

      イ 市街化区域    ロ 市街化調整区域    ハ 未線引区域 

  (２) 地域地区 

      イ 用途地域 

      ロ その他の地域地区 

  (３) 土地の概要（公簿面積） 

 
宅 地 農 地 山 林 公共施設用地 そ の 他 計 

面積 

平方メートル 平方メートル 平方メートル 平方メートル 平方メートル 平方メートル 

比率 

パーセント パーセント パーセント パーセント パーセント パーセント 

 

100 

 

 ３ 土地利用計画 

  (１) 計画の概要（実測面積） 

 
宅 地 公共施設用地 公益的施設用地 そ の 他 計 

面積 

平方メートル 平方メートル 

 

（Ａ） 

平方メートル 

 

（Ｂ） 

平方メートル 平方メートル 

比率 

パーセント パーセント 

 

（ａ） 

パーセント 

 

（ｂ） 

パーセント パーセント 

 

100 

 

  (２) 宅地の区画設定計画（建築基準法上の区画） 

区 画 数 最大区画面積 最小区画面積 平均区画面積 

 
平方メートル 平方メートル 平方メートル 

 



第４号様式（第４条関係） 

同 意 証 明 書 

 

年  月  日   

 

   四日市市長 

 

住所又は所在地            

権利者 氏名又は名称及び

代 表 者 氏 名        印  
 

電 話            

 

  私は         が都市計画法の規定による開発行為を行うことに    年

  月  日同意した。 

  なお、私は、当該開発行為をしようとする土地、当該開発行為に関する工事をしよう

とする土地の区域内の土地又はこれらの土地にある工作物につき当該開発行為の施行又

は当該開発行為に関する工事の妨げとなる次の権利を有するものである。 

権利の種類 物 件 所 在 地 面 積 等 摘 要 

     

     

     

     

     

 



第５号様式（第５条関係） 

設 計 者 資 格 証 明 書 

年  月  日   

   四日市市長 

住所及び所在地            

申請者
 
氏名又は名称及び

代 表 者 氏 名        印  
 

電 話            

  設計者の資格は、次のとおりです。 

設 計 者 氏 名 〔印〕 設計者住所  

建築士法による

資 格 

資 格 内 容 取得年月日 登録又は合格の番号 

１級建築士 

技術士（    部門） 
年 月 日 

 

学 歴 

学校の名称 学部及び学科 履 修 し た 課 程 修業年限 

    

実 務 経 験 

勤 務 先 所 在 地 職 名 実務経験年数 

    

設 計 経 歴 

事 業
主 体 

工 事
施 工 者 名 

工 事
施 工 場 所 

開発区域の
面 積 

許可年月日
及 び 番 号 

   ヘクタール  

その他設計者の資格要件に関する事項  

 設計者            は、上記のとおり都市計画法施行規則第19条第

（  ）号（  ）に該当する者であることを証明する。 

      年  月  日 

住所又は所在地           

使用者 氏名又は名称及び

代 表 者 氏 名        印 
 

 



第６号様式（第６条関係） 

既 存 権 利 届 出 書 

 

年  月  日   

 

   四日市市長 

 

 

住所又は所在地            

届出者 氏名又は名称及び

代 表 者 氏 名        印  
 

電 話            

 

  都市計画法第34条第13号の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

市街化調整
区域となっ
た 年 月 日 

年  月  日 
建築又は建設す
る建築物又は特
定工作物の用途 

 

職業（
法人にあっては

その業務の内容） 

 

地 名 地番 地目 
地積
  
㎡ 

実測
地積
㎡ 

当該土地の利用に関する権利 

種 類 内 容 取得年月日 所有者氏名 

         

         

         

※ 
 

処

理

欄 
 

 



第７号様式（第７条関係） 

開 発 行 為 変 更 許 可 申 請 書 

 正 副 

 都市計画法第35条の２の規定により、開発行為の変更の許可を申請します。 

年  月  日  

 四日市市長           

許可申請者 住所又は所在地           

氏名又は名称及           

び代表者氏名        印  

                         電話       

       申請書作成担当者         印  

電話           

開

発

行

為

の

概

要 

１

  

開発区域に含まれる

地 域 の 名 称 

市街化

区 域 

所在地、地番 

２ 開 発 区 域 の 面 積 
地目 公簿面積 

㎡ 

実測面積 

㎡ 

３ 予定建築物等の用途  

４ 工事施行者住所氏名  

５ その他必要な事項  

開 発 許 可 の 許 可 番 号 年  月  日 四日市市指令 第   号 

変 更 の 理 由  

自己の居住又は業務の用に

供 す る も の か 否 か の 別 
自己居住用・自己業務用・その他の業務用 

申 請 手 数 料 円  

 



第８号様式（第８条関係） 

開 発 行 為 変 更 届 出 書 

 正 副 

年  月  日  

 四日市市長           

住所又は所在地           

届出者 氏名又は名称及び           

代  表  者  名        印  

電話           

                 届出書作成担当者          印  

電話           

都市計画法第35条の２第３項の規定に基づき、開発行為の変更について下記により

届け出ます。 

 

１ 変更に係る事項 

２ 変 更 の 理 由 

３ 開発許可の許可番号 年  月  日 四日市市指令 第    号 

 



第９号様式（第９条関係） 

工 事 着 手 届 出 書 

 

年  月  日  

 

 四日市市長 

 住所又は所在地            

届出者 氏名又は名称及び

代 表 者 氏 名        印  
 

電 話            

 

               届出書作成担当者           印 

                     電話              

 

 次のとおり開発行為に関する工事に着手したいので、届け出します。 

許可日及び番号 年  月  日  四日市市指令  第     号  

開発行為の場所  

事 業 名  

工 期 
着手年月日 年  月  日 別紙工事工程表のとおり 

完 了 予 定 年  月  日  

連 絡 先 氏名              ℡ 

夜 間 連 絡 先 氏名              ℡ 

工 事 施 行 者 

住所 

名称 

担当者             ℡ 

工 事 監 理 者

又 は 設 計 者 

住所 

名称 

担当者             ℡ 

権 利 関 係 者

同意取得状況 

 

他法令の許可等

の 状 況 

 

備 考  

 



第10号様式（第10条関係） 

開 発 行 為 許 可 標 識 

 

 許 可 年 月 日      年  月  日 

 許 可 番 号    第     号 

 許 可 の 期 間      年  月  日から 

                 年  月  日まで 

 開発区域の地域の名称 

 開 発 区 域 の 面 積 

 

 許可を受けた者の住所（所在地） 

 氏名（名称及び代表者氏名）            電話 

 

 工事施行者の住所（所在地） 

 氏名（名称及び代表者氏名）            電話 

 

 工事監理者の  
住 所

氏 名
             

電話
 

 



第11号様式（第12条関係） 

建 築 等 承 認 申 請 書 

 

年  月  日   

 

 

   四日市市長 

 

住所又は所在地            

申請者
 
氏名又は名称及び

代 表 者 名        印  
 

電 話            

 

申 請 書 作 成 担 当 者            

氏 名            

電 話            

 

  都市計画法第37条第１号の規定による承認を受けたいので次のとおり申請します。 

開発行為許可の年月日及び番号 年  月  日 四日市市指令 第   号 

建築物又は特定工作物を建築
又 は 建 設 し よ う と す る
土 地 の 所 在 地 及 び 面 積 

平方メートル 

建築又は建設しようとする

建築物又は特定工作物の用途 

 

建築又は建設しようとする

建築物又は特定工作物の種別 

 

都市計画法第 3 6条第３項の

公告前に建築物又は特定工作物

を建築又は建設しなければ

な ら な い 理 由 

 

 



第12号様式（第13条関係） 

市街化調整区域内等における建築物の特例許可申請書 

年  月  日   

   四日市市長 

 

住所又は所在地            

申請者 氏名又は名称及び

代 表 者 氏 名
        

印
   

電 話            

             

 

  都市計画法第41条第２項ただし書の規定による許可を受けたいので申請します。 

設 計 者 住 所 氏 名  

工事施行者住所氏名  

土地所有者住所氏名  

建 築 敷 地 の 所 在

地 番 、 地 目 、 地 積 

地目     地積 

              平方メートル 

開発許可年月日、番号 年  月  日    第     号   

建 築 の 種 別 
□新築 □増築

□改築 □移転 

建築物の用途

構 造 、 設 備 

 

 申 請 部 分 申請以外の部分 合 計 

敷 地 面 積 平方メートル 平方メートル 平方メートル 

建 築 面 積 平方メートル 平方メートル 平方メートル 

延 べ 面 積 平方メートル 平方メートル 平方メートル 

建築面積の敷地面積に対する割合 パーセント   

延べ面積の敷地面積に対する割合 パーセント   

建 築 物 の 高 さ メートル   

申 請 の 理 由  

工事着工予定年月日 年 月 日 工事完了予定年月日 年 月 日 

※  

 



第13号様式（第14条関係） 

予定建築物等以外の建築等許可申請書 

 

年  月  日   

 

   四日市市長 

 

住所又は所在地            

申請者 氏名又は名称及び

代 表 者 氏 名        印  
 

電 話            

            申請書作成担当者 氏名 

                     電話 

 

  都市計画法第42条第１項ただし書の規定による許可を受けたいので次のとおり申請し

ます。 

開発行為許可の年月日及び番号 年  月  日 四日市市指令 第   号 

建築物又は特定工作物を建築

又は建設しようとする土地

若しくは用途の変更をしよう

とする建築物又は特定工作物の

存する土地の所在地 

 

建築又は建設しようとする

建築物又は特定工作物若しくは

用 途 の 変 更 後 の 建 築 物

又は特定工作物の用途 

 

改築又は用途の変更をしようと

する場合は、既存の建築物又は

特定工作物の用途 

 

建築物又は特定工作物を建築若

しくは建設し、又は用途の変更

をしようする理由 

 

 



第14号様式（第16条関係） 

地位承継届出（承認申請）書 

 

年  月  日   

 

   四日市市長 

 

住所又は所在地            

届出（申請）者 氏名又は名称及び

代 表 者 氏 名        印  
 

電 話            

 

             届出書(申請書)作成担当者 氏 名 

                          電 話 

 

  都市計画法第44条（第45条）の規定による地位を承継したいので、次のとおり届け出

（申請）します。 

開発行為許可の年月日及び番号 年  月  日 四日市市指令 第   号 

被承継人の氏名又は名称及び

代 表 者 名 

 

承 継 （ 権 原 取 得 ） 年 月 日 年   月   日 

承 継 （ 取 得 ） の 原 因 

 

 



第15号様式（第17条関係） 

開 発 登 録 簿 （ 調 書 ） 

年度  ―  番号 法 許 可 番 号 整 理 番 号 

―  第      号  

 開発許可年月日 ・ 許 可 番 号 

    年  月  日  第    号 

変更  年  月  日  第    号 

変更  年  月  日  第    号 

変更  年  月  日  第    号 

開発許可を受けた者の住所及び氏名 

  住所                  

  氏名                  

工 事 施 行 者 の 住 所 及 び 氏 名 
 

 住所                

 氏名 

許 可 に 基 づ く 地 位 の 承 継 

  承継年月日：  年 月 日 第   号 

  住所                  

  氏名 

市街化区域（用途地
域）・調整区域の別 

市街化区域（１低・２低・１中高・２中高・１住・２住・準住居・近商・
商業・準工・工業・工専） ・ 市街化調整区域 

予定建築物等の用途  

開発区域に含まれる

地 域 の 名 称

及 び 面 積 等 

 

 

面積             区画数 

許 可 条 件 

 

 

 

法第 4 1条第１項の

規定による制限の

内 容 

 

 

 

工 事 完 了 検 査 

工区  年 月 日 第   号  公告  年 月 日 第   号 

工区  年 月 日 第   号  公告  年 月 日 第   号 

工区  年 月 日 第   号  公告  年 月 日 第   号 

工区  年 月 日 第   号  公告  年 月 日 第   号 

工区  年 月 日 第   号  公告  年 月 日 第   号 

法 第 4 1 条 第 ２ 項

ただし書の規定に

よ る 許 可 

 

 

 

法 第 4 2 条 第 １ 項
ただし書の規定に
よ る 許 可 又 は
同条第２項に基づ
く 協 議 の 成 立 

 

 

 

備 考 

 

 

 



第16号様式（第22条関係） 

開発登録簿写し交付申請書 

 

年  月  日   

 

   四日市市長 

 

住所又は所在地            

申請者 氏名又は名称及び

代 表 者 氏 名
            

電 話                 

 

 

  都市計画法第47条第５項の規定により、開発登録簿の写しの交付を受けたいので次の

とおり申請します。 

 

開 発 区 域 の 所 在 地 

 

写 し を 必 要 と す る 理 由 

 

開 発 登 録 簿 の 整 理 番 号   第     号 

開発行為許可の年月日及び番号     年  月  日   第     号 

申 請 枚 数   調書    枚   図面    枚 

  

 

 

 

 

 

 

 

 



第17号様式（第23条関係） 

第    号 

 

身 分 証 明 書 

 

所 属 名               

職名及び氏名               

（    年  月  日生） 

 

      年  月  日 

 

四日市市長        印  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第18号様式（第24条関係） 

都市計画法の規定に適合していることを証する書面の交付申請書 

 

年  月  日   

   四日市市長 

               住所又は所在地          

申請者 氏名又は名称及び

代 表 者 氏 名        印 

  
電 話              

              申請書作成担当者 氏名 

                       電話 

  都市計画法施行規則第60条の規定に基づき、都市計画法の規定に適合していることを

証する書面の交付を受けたいので、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

 １ 建築主の住所、氏名及び職業 

 

住 所  

氏 名  職 業  

 

 ２ 建築しようとする土地の所在、地番、地目及び面積並びに許可の有無等 

 

所在及び地番  

地 目  面 積  

開発許可、建築許可等 有・無 年  月  日 四日市市指令 第    号 

 

 ３ 建築物の用途、構造及び規模 

 

用 途  構 造  

階 数  延べ面積  

 

 ４ 適合していることの証明を受けようとする条、項及び号 

 

 都市計画法 第     条 第     項 第     号 

  



   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成３１年４月１日から施行する。ただし、第２条第１項第６号を

削り、第２条第１項第７号を第２条第１項第６号とする改正、第６条の改正、第１

５条第５号を削り、第１５条第６号を第１５条第５号とする改正及び第１号様式か

ら第１８号様式までの改正は、公布の日から施行する。  

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の四日市市都市計画法施行細則第１

号様式から第１８号様式までによる用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加

え、なお使用することができる。 

（都市整備部開発審査課） 


